
令和８年度税制改正要望の概要

令和７年８月 こども家庭庁



小規模保育事業に係る制度改正に伴う税制上の所要の措置〔不動産取得税、固定資産税、事業所税、都市計画税〕
児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第29号）において、全国において３～５歳のこどものみを対象とする小規模保育事業の
実施を可能とする改正が行われたことに伴い、小規模保育事業に適用される税制上の優遇について引き続き適用とする。

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業の住宅支援資金貸付け等に係る非課税措置の延長等〔所得税、個人住民税〕
ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業の住宅支援資金貸付けにつき、当該貸付けに係る債務の免除を受ける場合には、当該免除によ
り受ける経済的な利益の価額については、引き続き所得税等を非課税とする措置を講じる。
児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業による金銭の貸付けにつき、当該貸付けに係る債務の免除を受ける場合には、当該
免除により受ける経済的な利益の価額については、引き続き所得税等を非課税とする措置を講じる。
自立支援教育訓練給付金及び高等職業訓練促進給付金について、制度拡充後も引き続き、非課税措置及び差押禁止の措置を講じる。

介護保険制度等の見直しに伴う税制上の所要の措置 ※厚生労働省と共同要望
〔所得税、法人税、相続税、贈与税、登録免許税、消費税、印紙税、国税徴収法、租税条約等実施特例法、国外送金等調書法、個人住民税、法人住民
税、事業税、固定資産税、都市計画税、不動産取得税、事業所税、国民健康保険税、地方消費税、徴収規定等〕
介護保険制度等について、社会保障審議会介護保険部会等において見直しの検討を行っており、その検討結果を踏まえて税制上の所要の措
置を講ずる。

既存住宅のリフォームに係る特例措置の延長〔所得税〕※国土交通省と共同要望
三世代同居、子育て対応改修工事等が行われた住宅について、所得税を軽減する特例措置の適用期限の延長（２年間）を行う。

NISA対象商品の拡充を含む制度の充実〔所得税、個人住民税〕※金融庁と共同要望
こども支援の一環としての、つみたて投資枠における対象年齢等の見直しを行う等、あらゆる世代が自身のライフプランに沿った形で資産形成を行

えるよう、NISAの一層の充実のための措置を講ずる。

※この他、「第１次国土強靱化実施中期計画等を踏まえた財源確保方策の検討の開始」について、内閣官房国土強靱化推進室のほか、内閣府、
警察庁、総務省、法務省、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省及び防衛省と共同要望

令和８年度税制改正要望事項
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小規模保育事業に係る制度改正に伴う税制上の所要の措置

1 現状

2 要望等

• 児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第29号）において、全国において、３
～５歳のこどものみを対象とする小規模保育事業の実施を可能とする改正を行った。
（※）「小規模保育事業」とは、19人以下の利用定員で、原則０～２歳のこどもを対象に保育を行う事業。

（※）平成29年からは、国家戦略特別区域法に基づく特例措置として、国家戦略特区の事業実施区域（成田市、
堺市、西宮市）においては、事業者の判断により小規模保育事業の対象年齢を０～５歳の間で柔軟に定めること
が可能となされているところ、規制改革実行計画（令和５年６月16日閣議決定）において、３～５歳のこどものみ
を対象とする小規模保育事業を創設することについて、次の法改正のタイミングであり方を検討することとされている。

• 小規模保育事業については、従前より事業の用に供する施設について、各種の非課税措置が講
じられている。

• 国税（所得税、相続税、登録免許税等）と一部の地方税（個人住民税、法人住民税等）
については、令和７年度税制改正等において非課税措置を講じた。

• 小規模保育事業に係る制度改正に伴い、税制上の措置を講じる。

（不動産取得税、固定資産税、事業所税、都市計画税）
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現状・要望内容

【ひとり親家庭住宅支援資金貸付金】
＜現状＞
 母子・父子自立支援プログラム（※）の策定を受け、自立に向けて意欲的に取り組んでいる児童扶養手当受給者等に対して、住居費貸
付を行っており、１年間の就業継続で返済免除となるが、返済免除額（債務免除益）に所得税等が課せられる場合、自立の妨げになると
いう課題がある。このため、令和３年度から令和７年度までの予算における補助金を財源とした住居費貸付に係る返済免除額（債務免除
益）については、既に非課税とされている。
（※） 本人の生活状況、就業への意欲、資格取得への取組等について状況把握を行い、個々のケースに応じた支援メニューを組み合わ

せて策定する自立支援のためのプログラム。

＜要望内容＞
 ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業の住宅支援資金貸付けにつき、当該貸付けに係る債務の免除を受ける場合には、当該
免除により受ける経済的な利益の価額については、引き続き所得税等を非課税とする措置を講じる。

【児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業】
＜現状＞
 児童養護施設等を退所し、就職・進学する者等に対して家賃支援費、生活支援費、資格取得支援費の貸付を行っており、家賃支援費、
生活支援費については５年間の就業継続、資格取得支援費については２年間の就業継続で返済免除となるところ、返済免除額（債務免
除益）に所得税等が課せられる場合、自立の妨げになるという課題がある。このため、平成27年度から令和６年度までの一般会計補正予
算等を財源とした家賃支援費、生活支援費、資格取得支援費に係る返済免除額（債務免除益）については、既に非課税とされている。

＜要望内容＞
 児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業による金銭の貸付けにつき、当該貸付けに係る債務の免除を受ける場合には、
当該免除により受ける経済的な利益の価額については、引き続き所得税等を非課税とする措置を講じる。

【その他】
自立支援教育訓練給付金及び高等職業訓練促進給付金について、制度拡充後も引き続き、非課税措置及び差押禁止の措置を講じる。

ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業の住宅支援資金貸付け等に係る
非課税措置の延長等 （所得税、個人住民税）
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○ 2040年に向けて、85歳以上の医療・介護ニーズを抱える者等が増加し、地域のサービス需要が変化する中、令
和９年度から始まる次期（第10期）介護保険事業計画期間に向けては、

・ 地域包括ケアシステムを深化し、利用者等が自立して日常生活を営めるよう、地域の実情に応じた効果的・効
率的なサービス提供体制を確保するとともに、

・ 介護人材が安心して働き続けることができる環境を整備し、介護人材や利用者等が地域で活躍できる地域共生
社会を構築することが必要。

○ そのため、社会保障審議会介護保険部会等において、介護保険制度等の見直しについて検討を順次行っていると
ころ。

○ 検討結果に基づき、法改正を含む介護保険制度等の見直しを行う場合、それに伴い、所要の税制改正を行う必要
がある。

介護保険制度等について、社会保障審議会介護保険部会等において見直しの検討を行っており、その検討結果
を踏まえて税制上の所要の措置を講じる。

2 要望等

1 現状

介護保険制度等の見直しに伴う税制上の所要の措置
（所得税、法人税、消費税、相続税、贈与税、印紙税、登録免許税、国税徴収法、租税条約等実施特例法、国外送金
等調書法、個人住民税、法人住民税、事業税、地方消費税、 不動産取得税、固定資産税、事業所税、徴収規定等）

（厚生労働省と共同要望）



既存住宅のリフォームに係る特例措置の延長
（所得税）

（国土交通省と共同要望）

1 現状

2 要望等

既存住宅の三世代同居対応改修や子育て対応改修を含む増改築等を行った場合、以下の額（①＋②）を工事
年分の所得税額から控除。

① 標準的な工事費用相当額の合計（限度額250万円）の10％
② ①の標準的な工事費用相当額の合計のうち限度額超過分及びその他増改築等工事の費用に要した額の合計額分の５％

※最大対象工事限度額は標準的な工事費用相当額と同額、かつ①と②の合計1,000万円が限度

現行の特例措置を２年延長し、適用期限を令和９年12月31日までとする。

【三世代同居対応リフォーム】
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【子育て対応リフォーム】

玄関の増設キッチンの増設 トイレ・浴室の増設

（適用要件）
19歳未満の扶養親族を有する者⼜は⾃⾝もしくは配偶者のいずれかが40歳未満の者
（対象工事）
① 住宅内における⼦どもの事故を防⽌するための⼯事    ② 対⾯式キッチンへの交換⼯事     
③ 開⼝部の防犯性を⾼める⼯事 ④ 収納設備を増設する⼯事
⑤ 開⼝部・界壁・界床の防⾳性を⾼める⼯事    ⑥ 間取り変更⼯事

防音性の高い床への交換可動式間仕切り壁の設置

対面キッチンへの交換転落防止の手すりの設置

（対象工事）
① 調理室を増設する工事    ② 浴室を増設する工事
③ 便所を増設する工事 ④ 玄関を増設する工事



NISA対象商品の拡充を含む制度の充実
（所得税、個人住民税）
（金融庁と共同要望）
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